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ＩＴＳＳを利用した効果的な人材育成 
 

－ＩＴＳＳに隠された４つの真実－ 
 

アブストラクト 

 

1.研究の背景 

2002 年 12 月、経済産業省は世界最先端の IT国家を目指す「e-Japan 戦略」の一環として高度な IT

プロフェッショナル人材育成を目的とした「IT スキル標準（以下、ITSS）」を公開した。 

当分科会では、この官からスタートした ITSS が民間企業にどこまで浸透し、どういう成果に結びつ

いているか、また今後の日本の IT業界発展の機軸と位置付くソリューションツールとなり得るかとい

うテーマについて、限られた時間内で提言に導くべく、計画的に研究を進めることとした。   

 

2.研究の進め方 

ITSS 以前に「人材育成」そのものの本質について議論を重ね、育成方法の検証の重要性、困難性が

あらためて浮き彫りになった。その点を踏まえ、当分科会では常に PDCA サイクルを意識し、研究の計

画段階で検証手順までを明確にしたうえで以下のプロセスを研究の中核とすることとした。 
 

表１ 研究のプロセス 

プロセス ①導入企業の実態調査と分析 ②導入・運用ツールの検証 

Ｐｌａｎ 調査企業の選定、質問票作成 成果物の確認と検証方法の確立 

Ｄｏ ヒアリング 各社持ち帰り検証 

Ｃｈｅｃｋ 比較分析表作成 検証内容の再検討 

Ａｃｔｉｏｎ 導入・運用ツールの開発 導入・運用ツールの完成 
 

3.導入企業の実態調査と分析 

導入企業のヒアリングをもとに、ITSS の導入手段として、最も効果的な“ベストプラクティスモデ

ル”を作成することを目指した。業種、規模、タイプ等をもとに実績のある数社を選定し、趣旨をご

理解いただいたうえで調査を行った。 
 

 

 

 

 

図１ ヒアリングの実施と評価 
 

ヒアリングの結果から導き出されたことは、各社がそれぞれの理念を持ち、様々な形で ITSS を活用

していたという事実であった。つまり、唯一の“ベストプラクティスモデル”ではなく、それぞれの

企業に応じた “ベストプラクティスモデル”がそこには存在していた。6つのヒアリング質問項目に

対して 5段階評価を行い，下記のようなタイプに分類できた。 

 

 

 

 

 

 
      自己啓発 
      促進型 

    自己啓発 
    促進＋評価型 

 チーム編成 
  重視型 

 評価制度 
 組入れ型 

 経営戦略 
 連動型 

図２ ヒアリング企業のタイプ分類 

質問票 
導入経緯、適用範囲 
スキルアップ手段 
導入における留意点 
効果と課題 ・・・ 

比較分析表 
     Ａ社 Ｂ社 ～ 
特異点  ・・ ・・ ・・ 
判定基準 ・・ ・・ ・・ 
評価   ・・ ・・ ・・ 

ヒアリング項目別評価 
 企業戦略との連動の強さ 
 職種・専門分野の定義 
 レベル判定にかける時間・工数 
 人事制度との連動の強さ 
組織的な取り組みの強さ ･･･

調査 検証 
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4.成果と検証 

当分科会では、ITSSを活用し効果的に人材育成を行うには、まず自社を知り、それに見合った方法で導

入することが望ましいという結論に達した。そのために企業タイプの分類を行い、自社がどのようなスタ

ンスで導入するのが適切かを他社事例と比較検討したうえで、導入計画を立案・実行、そして検証した。 

タイプ分類は、ITSS を導入するに当たり、各社とも検討するであろう２つの軸を用いて行った。１

つは“人事評価との連動”、もう１つは“個人・組織成長”という軸である。この２軸でヒアリングし

た企業を評価分析し、適合パターンを見出すことで、導入イメージが鮮明になることを狙った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ITSS Navigator 
 

その上で、当分科会では導入から運用までの一連の流れを支援するオリジナルツール『ITSS 

Navigator』を開発した。これは、導入手順書である『ITSS Introduction Navigator 10 Step』と運

用手順書である『ITSS Operation Navigator』の 2部で構成される。これらのツールを活用すること

により ITSS 導入に関して深い知識のない人でも容易に導入および運用が可能となる。 

当ツールは、当分科会メンバーが各社へ持ち帰り、短期的・中長期的運用モデルなどを想定した導

入シミュレートにより検証を行った。 

 

5.分科会としての提言 

当分科会では、これまでの研究活動から“ITSS に隠された 4つの真実”と銘打って以下を提言する。 
 

≪育成≫
・目標とビジョンを示すことにより初めて成長が可能となる！

ＩＴＳＳはキャリアパスを可視化する育成の羅針盤である。

≪達成≫
・達成意欲の向上・維持こそが成長のカギである！

ＩＴＳＳは成長を目指す個人の相対的指標として最高の達成感を与える。

≪戦略≫

・人材育成を成し得るには経営(事業)戦略が不可欠である！

個人の成長と組織の成長の融和を目指した企業こそがＩＴＳＳを活用した
人材育成の勝利者となる。

≪主体性≫

・人材育成の主役はあなた(個人・企業)自身である！

ＩＴＳＳに依存するだけでは成果は期待できない。個人がいかに
主体性を感じられるかが育成の鍵であり、ＩＴＳＳはその有効な手段となる。

Ｉ

Ｔ

Ｓ

Ｓ
 

図４ ITSS に隠された 4つの真実 
 

ITSS を論じるときに、とかくレベル認定が話題に上るが、それそのものが目的ではなく、ITSS を効果

的に活用するには、計画的育成の手段であるという認識が必要である。その意識が確認できれば、当分

科会で提案する、自社タイプを知り、ステップバイステップで手順を追っていくという方法で、スムー

ズな導入が可能となる。明確な企業戦略に基づく独自のカスタマイジングを行い、個人と企業のベクト

ルを一致させることで、ITSS は主体的に成長を目指す個人を支援するツールとして IT 業界の人材育成

にとって革命的な効果を期待できると結論づける。一方で、現段階では、ITSS が業界標準とまでは成熟

しておらず、官主導による標準化は無理がある。また、当初 ITSS リリース時に狙いとしていた“産・学・

官”の一貫した人材育成施策の実現には、まだ道は険しいと言える。 

最後に、当活動の中で作成した各種ツールは調査企業の課題を考慮した構成となっており、今後導入

を検討する企業にとって大いに役立つものであると自負している。 

企業タイプ診断チェックフロー
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人事制度との連動
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個人の成長を重視
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組織の成長を重視
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現状把握？
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経営戦略のための
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部門の必要人材像
は明確化されてい
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Ⅱ

Ⅰ
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Ⅲ

自己啓発促進

適正配置

経営革新
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【企業タイプ相関図】

Ａ～Ｅは調査企業の
ポジショニング
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　St e p1

評価
（達成度、スキル）

制度改善

ITSSに基づいた
人材育成計画

経営戦略
人材育成戦略

　Ste p2

評価
（達成度、スキル）

制度改善

ITSSに基づいた
人材育成計画

経営戦略
人材育成戦略

　 Ste p3

評価
（達成度、スキル）

制度改善

ITSSに基づいた
人材育成計画

経営戦略
人材育成戦略

スキル習得
研修ロードマップ

スキル習得
研修ロードマップ

P lan

Do

C h e c k

Ac t i o n

P lan

Do

C h e c k

Ac t io n

P lan

C h e c k

Ac t io n

スキル習得
研修ロードマップ

Do

１ー２．自社の現状（As-Is）

Lv1 Lv2 Lv3 Lv4 Lv5 Lv6 Lv7 合計

5 2 3 1 11

5 2 1 8

8 8 3 7 26

8 13 10 12 2 0 0 45

Lv1 Lv2 Lv3 Lv4 Lv5 Lv6 Lv7 合計

1 5 4 2 1 13

1 4 2 1 8

2 2 5 9 7 25

2 1 1 4

2 3 11 19 12 3 0 50

ITSS Introduction Navigator 10 Step （導入ワークシート）

４．必要人材の可視化

現有職種

アプリケーションスペシャリスト

プロジェクトマネージャー

ソフトウェアデベロップメント

１ー１．経営戦略

・安定した取引先の確保
・今後3年間で売上高20%増、経常利益3倍増

現事業規模
　年間売上高：　50億円
　経常利益：　1億円
　従業員数：　700名
　　　　　　　・
　　　　　　　・
　　　　　　　・
　　　　　　　・

３ー１．ＩＴＳＳ導入目的

アプリケーションスペシャリスト

・世間一般的に通用するプロを育成する
・業務拡大を目指すための「コンサルタント」を育成する
・プロジェクトマネージャーの意識改革

目標人材のレベルと人数

合計

必要職種

（※必要であれば、ITSSには定義されていない独自定義の職種を追加する）

合計

３ー２．企業タイプ

・「人材育成」（企業にとって必要な人材の育成を目指す）・今後の安定的な業容拡大ために、業員の育成（レベルアップ）が必須
・新規顧客拡大にむけて、「世間に通用するプロ」を育成するためにも、
　ITSSを意識した従来とは違った従業員への育成を行う

２．人材育成戦略

Ｂ：　自己啓発促進＋評価型

６．現状マッピング（現状把握）

５．目標マッピング（必要人材のレベルおよび人数の明確化）１ー３．今後の目標（To-Be）

目標事業規模
　年間売上高：　60億円
　経常利益：　3億円
　従業員数：　800名
　　　　　　　・
　　　　　　　・
　　　　　　　・
　　　　　　　・

現状人材のレベルと人数

（※必要であれば、ITSSには定義されていない独自定義の職種を追加する）

コンサルタント

プロジェクトマネージャー

ソフトウェアデベロップメント

３年後までに
目標達成

・全体
　・現リソースの全体的なスキルアップが必要

・アプリケーションスペシャリスト
　・エントリレベルからの底上げが必須
　・特にミドルレベルの育成が急務

・プロジェクトマネージャー
 ・ミドルレベルのプロジェクトマネージャーが不足

・コンサルタント
　・育成が急務

７．ギャップ分析（課題、問題意識の把握）

【経営戦略】

【
現
状
把
握

】

【
目
標
設
定

】

【人材育成戦略】

ITSS Introduction Navigator

ITSS Operation Navigator
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人事制度連携強
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【企業タイプ相関図】

Ａ～Ｅは調査企業の
ポジショニング
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